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要旨要旨要旨要旨要旨：電気化学的補修工法としてデサリネーションを取り上げ，鉄筋コンクリート構造物

の補修に適用したときの環境負荷低減の効果について検討した。従来工法である断面修復

と比較して，劣化部分のはつりや断面修復材の使用がほとんどないため，通電に伴う消費

電力を加味しても環境負荷を低減できる。また，補修後の劣化予測を考慮すると，デサリ

ネーション処理後に表面被覆処理を行った場合に環境負荷を最も低減できることを示し

た。
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          １１１１１ .....　はじめに　はじめに　はじめに　はじめに　はじめに

従来の高度経済成長に合わせた社会資本の

充実を目指した建設事業も，社会資本の整備

へと転換し始めている。このような観点より，

新設構造物の建設から既存構造物の維持・管

理へと重点が移りつつあり，耐久性を向上さ

せる効率的な技術の導入が求められている。

このような背景の中で，コンクリート構造物

の電気化学的補修工法は，塩害などの鉄筋腐

食が顕在化する劣化現象に対する有効的な補

修工法としてその効果が期待され，実用化さ

れている。

鋼材腐食を伴ったコンクリート構造物の劣

化に対する補修としては，従来から表面処理

工法や断面修復工法などが適用されてきた。

これらの工法は利点と問題点を併せ持ってお

り，特に後者では劣化部分のコンクリートを

はつり取った後，モルタルなどの断面修復材

を用いるため，補修に伴うセメントの使用量

が多くなり，環境負荷の大きい補修工法とい

える。

一方，近年，環境問題が広く取り上げられる

ようになり，建設業界においても CO2削減に

対して様々な取組みがなされている。これに

対して筆者らも，高強度コンクリートの製造

にエトリンガイト生成系高強度混和材の使用

が環境負荷低減に有効であり，要求性能を満足

できる範囲で環境負荷の小さい材料を用いたり

養生方法を工夫することが重要であることを報

告している1)。また，超早強混和材の使用により，

コンクリート製品の製造効率を向上させること

が可能となり，環境負荷を低減できることも報

告している 2)。

本研究では，鉄筋コンクリート構造物に電気

化学的補修としてデサリネーションを取り上げ，

構造物の供用期間と補修後の再劣化予測を考慮

して環境負荷評価を行い，従来工法である断面

修復工法を行った場合と比較・検討した。

          ２２２２２ .....　実験概要　実験概要　実験概要　実験概要　実験概要 3)

　２２２２２ ..... １　デサリネーション処理１　デサリネーション処理１　デサリネーション処理１　デサリネーション処理１　デサリネーション処理

日本海側に面している一般国道の鉄筋コンク

リート製橋脚にデサリネーションを適用した。

橋脚は岩場の海岸線から陸側に約 50mの位置に
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橋脚の西面，南面，北面においてもほぼ同様な

傾向を示した。

　３　３　３　３　３ ..... ２　自然電位２　自然電位２　自然電位２　自然電位２　自然電位

　図－２図－２図－２図－２図－２にデサリネーション処理前後の自然

電位の測定から腐食度合いの判定を基に分類

した結果を示す。処理前には，「90%以上の確

率で腐食なし」と判定される区分1が全く存在

せず，逆に「90%以上の確率で腐食発生」と判

定される区分 3が約 40%存在した。一方，処理

3ヶ月後では区分 1が現れ，区分 3が 25.5%に

減少している。さらに 6ヶ月後以降も区分 1が

増え続け，1年後には区分 3が存在しなくなっ

た。以上より，デサリネーション処理により，

処理後の鉄筋の自然電位が貴な方向に回復し，

鉄筋表面の化学的な状態が鉄筋を防食する良

あり，塩分の飛来による被害を被っていた。デサ

リネーション処理には，陽極電極としてチタ

ンメッシュ，電解質溶液として飽和水酸化カ

ルシウム水溶液，電解質溶液の保持材として

古新聞や古雑誌から再生したセルロースファ

イバーを用いた。チタンメッシュをコンク

リートに仮付けした角材に固定し，セルロー

スファイバーを飽和水酸化カルシウム水溶液

とともに吹付けによりコンクリート表面に付

着させた。次に定電流直流電源を用いて，電流

密度1A/m2，通電電圧約25Vで直流電流を供給

し，8週間の通電処理を行った。その間，セル

ロースファイバーに1日あたり15l/m2の電解質

溶液を噴霧し続けた。

　２　２　２　２　２ ..... ２　測定項目２　測定項目２　測定項目２　測定項目２　測定項目

デサリネーション処理前後における状態，

および処理後の耐久性を検証するために，コ

ンクリート中の含有塩化物イオン量（全 C l -

量），自然電位，分極抵抗を測定した。なお，処

理後の追跡調査はデサリネーション完了 1年

後，3年後，5年後に実施した。

（（（（（11111）））））含有塩化物イオン量含有塩化物イオン量含有塩化物イオン量含有塩化物イオン量含有塩化物イオン量

橋脚の東西南北の各面について，φ 10cm×

20cmのコアを採取し，コンクリート表面から

2cm間隔で輪切りにし，JCI-SC44)に準拠して

全 Cl-量を測定した。

（（（（（22222）））））自然電位自然電位自然電位自然電位自然電位

　銅－硫酸銅電極を用いて橋脚各面の自然電

位を測定した。測定は各面 100点ずつとし，腐

食度合いの判定 5)，6)を

　区分 1：「自然電位≧ -200mV」で「90%以上

の確率で腐食なし」と判定

　区分 2：「-200mV＞自然電位≧ -350mV」で

「不確定」と判定

　区分 3：「-350mV＞自然電位」で「90%以上

の確率で腐食発生」と判定

とし，各区分の頻度を百分率で示した。

（（（（（33333）））））分極抵抗分極抵抗分極抵抗分極抵抗分極抵抗

　分極抵抗は，鉄筋を中心に含んだ状態でφ

10cmのコアを採取し，全自動分極曲線測定装

置でアノード分極曲線を測定することにより

求めた。測定は掃引速度1mV/sで電位を自然電

位から +1000mVまで変化させ，電位と電流の

関係を測定した。鉄筋の分極抵抗値は，自然電

位からアノード側に +50mVの大きさで分極さ

せ，自然電位における勾配 7)から求めた。

　

　３３３３３ .....　実験結果および考察　実験結果および考察　実験結果および考察　実験結果および考察　実験結果および考察

３３３３３ ..... １　含有塩化物イオン量の変化１　含有塩化物イオン量の変化１　含有塩化物イオン量の変化１　含有塩化物イオン量の変化１　含有塩化物イオン量の変化

　図－　図－　図－　図－　図－ 11111 にデサリネーション処理前後におけ

る，コンクリートの深さ方向に対する含有 Cl-

量を示す。なお，デサリネーション処理前に最

も含有Cl-量が高かった橋脚の東面の結果のみ

を示した。デサリネーション処理により，Cl-

をコンクリート内部から表面外へ電気泳動さ

せ，鉄筋付近の Cl-量を大幅に低減できること

が判った。また，処理後の 5年間において，コ

ンクリート表面部では，時間の経過に伴って

Cl-量が少しずつ増加している。これはコンク

リートの表面被覆処理を施しておらず，デサ

リネーション処理後も引き続き飛来塩分が供

給されていることにより，新たにコンクリー

ト中へのCl-の浸透があるためである。一方，鉄

筋位置におけるCl-量は，デサリネーション処

理前後と比較してほぼ変わらなかった。なお，
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好な方向に変化していることが示唆された。

　３　３　３　３　３ ..... ３　分極抵抗３　分極抵抗３　分極抵抗３　分極抵抗３　分極抵抗

　表－１表－１表－１表－１表－１に分極抵抗値を示す。デサリネー

ション処理前の分極抵抗値は 8.6～ 19.4kΩ・

cm2であるのに対し，処理 1年後以降，分極抵

抗値が増加しており，分極抵抗値からも鉄筋

を防食する健全な状態に移行していることが

示された。

          ３３３３３ ..... ４　再劣化の予測４　再劣化の予測４　再劣化の予測４　再劣化の予測４　再劣化の予測

          ３３３３３ ..... ４．４．４．４．４．１　平均腐食深さからの予測１　平均腐食深さからの予測１　平均腐食深さからの予測１　平均腐食深さからの予測１　平均腐食深さからの予測

　CEB-FIP6)では，鉄筋の腐食電流密度の大き

さを用いて腐食速度の判定基準を定めている。

また，腐食電流密度からFaradayの第二法則よ

り，1年間あたりの平均腐食深さPDYが求めら

れる。PDYは表－１表－１表－１表－１表－１の分極抵抗値Rpを用いて，

比例定数K=0.026(V)とすると，式（1）により

計算される 8)。

　 　　PDY=K×(1/Rp)×11.6    　   　　 （1）

表－２表－２表－２表－２表－２にデサリネーション処理前後の PDYを

示す。処理前における P D Y は 0 . 0 1 5 1 ～

0.0348mm/yearであるのに対し，処理 1年後で

処理前の約 1/3に，処理 5年後で約 1/7に減少

している。

　鉄筋表面に均一な腐食が発生する場合，コ

ンクリートのひび割れ発生時における鉄筋の

腐食限界量は10mg/cm2であるとされている9)。

一方，屋外暴露試験や実構造物の調査結果よ

り，鉄筋表面に孔食等の不均一な腐食が発生

　　　　　　　　　　図－図－図－図－図－ 11111　デサリネーション処理前後の　デサリネーション処理前後の　デサリネーション処理前後の　デサリネーション処理前後の　デサリネーション処理前後の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     含有含有含有含有含有 ClClClClCl----- 量量量量量（（（（（全全全全全 ClClClClCl----- 量量量量量）））））の変化の変化の変化の変化の変化

図－２　処理後の時間経過と判定区分の頻度図－２　処理後の時間経過と判定区分の頻度図－２　処理後の時間経過と判定区分の頻度図－２　処理後の時間経過と判定区分の頻度図－２　処理後の時間経過と判定区分の頻度

                    表－１　分極抵抗値表－１　分極抵抗値表－１　分極抵抗値表－１　分極抵抗値表－１　分極抵抗値 (k (k (k (k (k ΩΩΩΩΩ・・・・・cmcmcmcmcm22222)))))

     表－２　表－２　表－２　表－２　表－２　11111 年間あたりの平均腐食深さ年間あたりの平均腐食深さ年間あたりの平均腐食深さ年間あたりの平均腐食深さ年間あたりの平均腐食深さ PDYPDYPDYPDYPDY
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     （（（（（××××× 1010101010-----33333 mm/year mm/year mm/year mm/year mm/year）））））

する腐食限界量は 80～ 100mg/cm2であると言

われている 10)。この値を鉄の密度（7.8g/cm3）

で除して腐食深さに換算すると 0.12mm（平均

値）となる。従って，鉄筋表面の腐食深さが約

0.12mmに達すると，コンクリートにひび割れ

や浮きが発生する可能性がある。

　表－２表－２表－２表－２表－２よりデサリネーション処理前におけ

る PDYが 2.2× 10-2mm（平均値）であるので，

腐食深さが 0.12mmに達するまでの期間は約 5

年となる。一方，処理 5年後における PDYは

3.2× 10-3mm（平均値）であるので，腐食深さ

が 0.12mmに達するまでの期間は約 38年とな

る。すなわち，デサリネーション処理前には鉄

筋が腐食を開始して約 5 年後にはコンクリー

トに変状が現れる可能性があるのに対し，処

処理 処理 処理 処理
前 1年後 3年後 5年後

東面 8.6 56.7 － 76.9
西面 18.5 56.9 － 75.8
南面 13.4 33.3 － 156.3
北面 19.4 47.1 52.6 100.0

処理 処理 処理 処理
前 1年後 3年後 5年後

東面 34.8 5.3 － 3.9
西面 16.2 5.5 － 3.9
南面 22.0 9.0 － 2.0
北面 15.1 6.4 5.7 3.0
平均値 22.0 6.6 5.7 3.2
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理後には約38年かかると予想される。なお，こ

の予測は処理 5年後における PDYに基づいた

ものであり，デサリネーション処理後，塩分の

再浸透がなければ PDYは低下し続けるため，

耐用年数はさらに長くなると考えられる。

　３　３　３　３　３ ..... ４．４．４．４．４．２　拡散方程式からの予測２　拡散方程式からの予測２　拡散方程式からの予測２　拡散方程式からの予測２　拡散方程式からの予測

　コンクリート中への Cl -の浸透は，コンク

リート硬化体の細孔溶液中の濃度拡散による

と考えられているため，Fickの第二法則で表

現することができる 1 1 )。これを初期条件

C(x,0)=0，境界条件C(0,t)= C0 (一定 )として解

くと，式 (2)のようになる。

　　　C(x,t)=C0(1-erf(x/(2(D・t)1/2))      　  (2)

ここで C0：表面 Cl-量，erf：誤差関数，
び割れが発生するまでの期間は前述したよう

に約 38年と推定される。

３３３３３ ..... ５　環境負荷評価５　環境負荷評価５　環境負荷評価５　環境負荷評価５　環境負荷評価

　デサリネーション処理による補修と従来工

法である断面修復工法の環境負荷評価を行う

ために，以下のような設定をした。実験の対象

とした橋脚に対して，200m2の面積分の補修を

行う。デサリネーション処理の場合，電流密度

1A/m2，通電電圧25Vとして8週間通電を行い，

消費した積算電力を求めた。整流ロス等を考

慮して消費電力を上記の1.5倍かかるものとし

た。また，デサリネーション処理後に表面被覆

を行う場合には，その耐用年数を10年とした。

用いたセルロースファイバーは古新聞や古雑

誌から再生しており，また，表面被覆を行う場

合にはその CO2原単位が明らかとなっていな

いため，これらを環境負荷に含めていない。一

方，断面修復の場合，全断面の 2/3にわたって

鉄筋の裏側（表面から深さ 12cm）まで劣化部

分をはつり取り，モルタルで補修するものと

した。これは図－図－図－図－図－11111のように補修前の鉄筋近傍

におけるCl-量が 1.2kg/m3を超えていたためで

ある。モルタルの配合をW/C=35%，C/S=1/3と

し，断面修復に用いるモルタルにかかる環境

負荷を算出した。なお，環境負荷評価の対象と

したのは，通電に伴う電力消費や断面修復に

用いる材料にかかるCO2排出量であり，作業機

械の操業や材料運搬などで発生する CO2排出

　　　D：Cl-の見かけの拡散係数，t：時間，

　　　x：表面からの深さ　　　

　対象とした橋脚の東面において，デサリ

ネーション後の供用期間を5年とした場合，回

帰分析よりC0は5.28kg/m3，Dは8.68×10-8cm2/

sとなる。また，実構造物におけるC0は時間の

経過とともに増加する傾向にあり，式 (3)のよ

うに時間の平方根に比例する 12)とみなすこと

ができる。

　　C0=S× t1/2                                   　　　　　　 　   (3)

デサリネーション処理5年後の表面Cl-量C0，

Cl-の見かけの拡散係数 Dを基準とすると，式

(3)より S=4.2× 10-4kg/(m3・s1/2)となる。これ

を基にして式 (2)よりデサリネーション処理後

5～ 20年経過後の含有Cl-量を予測した。図－図－図－図－図－

３３３３３にその結果を示す。図中には土木学会基準

（案）9)の鉄筋位置における許容塩分量の目安

である1.2kg/m3を点線で表記した。対象とした

橋脚の東面では，鉄筋が再度発錆する量の Cl-

が浸透するまでの期間はデサリネーション処

理後ほぼ 10年と予測される。従って，飛来塩

分が供給され続ける条件下では，供用期間を

10年以上とするためにはデサリネーション処

理後に塗装等の表面被覆処理を行うことが好

ましいと考えられる。その場合，Cl-の再浸透

を考慮する必要はないため，再劣化によりひ

　　　　　図－３　デサリネーション処理後の図－３　デサリネーション処理後の図－３　デサリネーション処理後の図－３　デサリネーション処理後の図－３　デサリネーション処理後の

　　　　　含有　　　　　含有　　　　　含有　　　　　含有　　　　　含有 ClClClClCl----- 量の予測量の予測量の予測量の予測量の予測
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量については考慮していない。

　表－３表－３表－３表－３表－３に土木学会地球環境委員会 LCA研究

小委員会が推奨するCO2原単位を示す
13)。ここ

でいう CO2原単位は原材料製造時における単

位量あたりのCO2排出量（電力の場合は使用単

位量あたりのCO2排出量）を炭素換算で示した

ものであり，使用量を乗じることで環境負荷

目と同様の補修効果が得られるものとした。

一方，デサリネーション処理後に表面被覆処

理を行った場合（10年に 1回，表面被覆処理を

行う）には，前述したように再劣化が起こるま

でに約 38年かかるため，補修の回数を減らす

ことができる。なお，表面被覆処理を行って

も，内部で含有 Cl-の拡散が起こると考えられ

るが、濃度差が小さいため，無視しうるものと

みなした。

図－６図－６図－６図－６図－６に1回補修を行った後，供用年数50年

までにかかる環境負荷を示す。断面修復の場

合と比較してデサリネーション処理の場合に

は，再補修が必要になる期間を同一としてい

るため，約 30%の環境負荷低減となる。また，

デサリネーション処理後に表面被覆処理を

行った場合には，約 38年間再補修が必要ない

ため，さらに環境負荷が低減され，供用年数50

図－４　断面修復，図－４　断面修復，図－４　断面修復，図－４　断面修復，図－４　断面修復，デサリネーション処理デサリネーション処理デサリネーション処理デサリネーション処理デサリネーション処理
　　　　　にかかる環境負荷　　　　　にかかる環境負荷　　　　　にかかる環境負荷　　　　　にかかる環境負荷　　　　　にかかる環境負荷

　　　　　　　　　　図－５　各補修後の劣化予測図－５　各補修後の劣化予測図－５　各補修後の劣化予測図－５　各補修後の劣化予測図－５　各補修後の劣化予測

を定量的に把握できる。

　なお，断面修復ではつり取ったコンクリー

トを埋立て処分する場合には，利用できない

土地を増やすことになり，今後，こうした観点

からの評価も必要と思われる。

　図－４図－４図－４図－４図－４に断面修復，デサリネーション処理

による補修を 1 回行ったときの環境負荷を示

す。デサリネーション処理にかかる環境負荷

は，断面修復の場合と比較して約 30%低減と

なった。これは通電による消費電力を加味し

ても，劣化したコンクリートのはつり量を低

減し，断面修復に用いるモルタルを低減でき

る効果のほうが大きいためである。

次に，構造物の供用期間と再劣化の予測を

考慮して環境負荷評価を行った。図－５図－５図－５図－５図－５に断

面修復，デサリネーション処理のみ，およびデ

サリネーション処理後に表面被覆処理を行っ

た場合における劣化予測の模式図を示す。構

造物の性能が必要とされる性能にまで低下し

た時点で補修を行い，その後，引き続き供用す

るものとする。デサリネーション処理のみを

行った場合，前述したように再劣化が起こる

まで約 10年かかる。断面修復の場合，マクロ

セル腐食により再劣化が短期間に生じること

が知られている 14)が，これを評価することは

難しいため，デサリネーション処理のみを

行った場合と同様に約 10年で再劣化が起こる

ものとした。また，2回目以降の補修でも 1回

原材料 CO2原単位
普通セメント 0.228      [kgC/kg]
砂 0.00154
電力 0.129      [kgC/kWh]

                                        表－３　表－３　表－３　表－３　表－３　COCOCOCOCO22222 排出量の原単位排出量の原単位排出量の原単位排出量の原単位排出量の原単位
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年の時点で比較すると，断面修復の場合より

約 72%環境負荷が低減される。

　４　４　４　４　４ .....　まとめ　まとめ　まとめ　まとめ　まとめ

  本研究で対象とした構造物の場合，デサリ

ネーション処理により回復した鉄筋の防食性

能は，飛来塩分の供給が続く場合には約 10年

間，供給がない場合には約 38年間と推測され

る。構造物の供用期間と再劣化の予測を考慮

して環境負荷評価を行ったところ，従来工法

である断面修復と比較してデサリネーション

処理が環境負荷低減に有効であることを示す

ことができた。
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